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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権付社債及び転換社債の発行がな

いため、記載しておりません。 

３ 第60期、第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失が計上されているため

記載しておりません。 

４ 第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

６ 第60期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年 9月25日 企業会

計基準第2号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年 

9月25日 企業会計基準適用指針第4号)を適用しております。 

  なお、同基準及び適用指針の適用に伴う影響はありません。 

７ 第63期より「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年 8月 9日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号 )を適用しております。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 122,157 108,753 106,763 110,391 114,892

経常利益 (百万円) 730 678 1,280 1,194 935

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 727 △175 810 568 △154

純資産額 (百万円) 3,217 3,105 4,608 5,141 5,456

総資産額 (百万円) 66,834 57,631 57,778 56,372 55,998

１株当たり純資産額 (円) 123.30 117.49 174.40 194.24 205.12

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 27.89 △6.65 30.66 21.50 △5.81

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 21.48 ―

自己資本比率 (％) 4.8 5.4 8.0 9.1 9.7

自己資本利益率 (％) 24.2 ― 21.0 11.7 ―

株価収益率 (倍) 11.3 ― 5.6 9.6 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,009 73 2,393 1,397 2,156

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,297 △2,709 △214 △425 △427

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,102 140 △2,605 △431 △1,584

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 6,808 4,354 4,222 4,763 4,823

従業員数 (名) 973 883 848 804 790



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権付社債及び転換社債の発行がな

いため、記載しておりません。 

３ 第60期、第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失が計上されているため

記載しておりません。 

４ 第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

６ 第60期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年 9月25日 企業会

計基準第2号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年 

9月25日 企業会計基準適用指針第4号)を適用しております。 

なお、同基準及び適用指針の適用に伴う影響はありません。 

７ 第63期より「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年 8月 9日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号 )を適用しております。 

  

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 94,213 84,536 82,247 85,464 90,901

経常利益 (百万円) 342 300 868 656 460

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 92 △680 728 227 △295

資本金 (百万円) 2,313 2,340 2,340 2,344 2,354

発行済株式総数 (株) 26,100,000 26,447,000 26,447,000 26,498,000 26,628,000

純資産額 (百万円) 3,301 2,702 4,043 4,151 4,430

総資産額 (百万円) 45,718 36,832 37,500 37,492 38,738

１株当たり純資産額 (円) 126.49 102.24 153.01 156.82 166.57

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

1.00

(―)

3.00

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 3.55 △25.86 27.55 8.61 △11.10

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 8.60 ―

自己資本比率 (％) 7.2 7.3 10.8 11.1 11.4

自己資本利益率 (％) 2.7 ― 21.6 5.6 ―

株価収益率 (倍) 88.7 ― 6.13 23.92 ―

配当性向 (％) ― ― 3.6 34.8 ―

従業員数 (名) 468 444 394 390 394



２ 【沿革】 

 
  

昭和18年10月 港湾運送業統制令により、株式会社楢崎商店の主たる営業の港湾運送業が室蘭石

炭港運株式会社に吸収統合されたため、楢崎商事株式会社(昭和11年設立)を吸収

合併して、楢崎産業海運株式会社を設立した。資本金36万円。 

〔創立の経緯〕 

株式会社楢崎商店は、明治35年室蘭港にて港湾荷役、回漕業、船舶代理業を営む

個人会社として創立。その後昭和３年に資本金10万円の法人組織に改組設立され

た。

昭和21年５月 東京出張所(現東京本社)を開設。

昭和21年９月 札幌出張所(現北海道支社)を開設。

昭和22年４月 三菱電機株式会社、磐城セメント株式会社(現住友大阪セメント株式会社)の特約

店となる。

昭和24年４月 仙台出張所(現東北支店)を開設。

昭和29年５月 富士セメント株式会社(現日鐵セメント株式会社)の特約店となる。

昭和34年12月 北菱サービス有限会社(現ナラサキ石油株式会社)を設立。

昭和36年５月 大阪出張所(現大阪支店)を開設。

昭和37年１月 名古屋駐在員事務所(現名古屋支店)を開設。

昭和38年２月 商号を楢崎産業株式会社に変更。

昭和38年４月 東京証券取引所市場第２部、札幌証券取引所に上場。

昭和43年５月 楢崎石油商事株式会社を設立。

昭和55年３月 楢崎リース株式会社(現ナラサキリース株式会社)を設立。

昭和58年４月 ナラサキファイナンス株式会社(現ナラサキ総合サービス株式会社)を設立。

昭和59年４月 楢崎総合運輸株式会社(現ナラサキスタックス株式会社)を設立。

平成３年10月 楢崎石油商事株式会社を吸収合併。

平成３年10月 海運部門をナラサキスタックス株式会社に営業譲渡。

平成９年12月 増資引受により楢崎造船株式会社を子会社とする。

平成12年10月 株式の一部譲渡により楢崎造船株式会社を関連会社とする。

平成14年10月 商号をナラサキ産業株式会社に変更。

平成15年７月 株式の追加取得により楢崎造船株式会社を子会社とする。

平成16年６月 上海駐在員事務所を開設。

平成18年２月 中国現地法人「悠禧貿易（上海）有限公司」を設立。



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、子会社14社、関連会社６社で構成され、機械・設備及び資材・燃料の販売と

海運関連業務を主な事業としております。 

当企業集団の事業内容と事業に係わる位置づけ、及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりで

あります。 

(1) 機械・設備関連事業(機械・設備の販売及び賃貸) 

当社が直接得意先に販売・賃貸するほか、連結子会社ナラサキリース㈱、ナラサキ総合サービス㈱

及び非連結子会社東京ナラサキレンタル㈱、秋田ナラサキレンタル㈱、青森ナラサキレンタル㈱経由

により販売・賃貸を行っております。 

また、連結子会社楢崎造船㈱は船舶の建造・修理・販売を行っており、当社から部品等の一部を購

入しております。 

なお、中国市場におけるＦＡシステム等の販売を目的として、非連結子会社悠禧貿易(上海)有限公

司を平成18年２月に設立いたしました。 

(2) 資材・燃料関連事業(資材・燃料の販売) 

当社が直接得意先に販売するほか、燃料の一部については連結子会社ナラサキ石油㈱経由により販

売しております。また、ナラサキ石油㈱は船舶用燃料の給油業務も行っております。 

資材の一部については、当社から関連会社興部生コン㈱にセメントを販売し、同社の製造した生コ

ンクリートの一部を当社が仕入れております。 

また、生コンクリートの一部について、非連結子会社富士総販㈱、関連会社後志生コン販売㈲経由

により販売しております。 

(3) 海運関連事業(海運関連業務) 

連結子会社ナラサキスタックス㈱は海陸一貫輸送業務を中心に、海上輸送業、港湾運送業、倉庫

業、貨物自動車運送業等を営んでおり、各業務の一部については、非連結子会社楢崎通運㈱ほか３

社、関連会社ケイナラ㈱ほか３社が役務を提供しております。 

なお、連結子会社であった熊谷海運㈱は、平成17年９月に清算結了いたしました。 

  



事業の系統図は次のとおりであります。 

  
 



連結子会社、非連結子会社及び関連会社は次のとおりであります。 

 
※印は持分法適用会社を示す。 

  

連結子会社  ナラサキスタックス㈱ 海陸一貫輸送

 ナラサキリース㈱ 機械類のレンタル

 ナラサキ総合サービス㈱ 機械類の販売、不動産の賃貸

 ナラサキ石油㈱ 石油類の販売

 楢崎造船㈱ 船舶の建造、修理、販売

非連結子会社 ※東京ナラサキレンタル㈱ 機械類のレンタル

※秋田ナラサキレンタル㈱ 機械類のレンタル

※青森ナラサキレンタル㈱ 機械類のレンタル

 悠禧貿易(上海)有限公司 ＦＡシステム等の販売

 楢崎通運㈱ 工場の構内作業

※九州マリン㈱ 船舶貸渡業、海運代理店業

 ㈱ノーザンマリン 海運代理店業、曳船業

 富士総販㈱ 生コンクリートの販売

 東配㈱ 貨物自動車運送業

関連会社  興部生コン㈱ 生コンクリートの製造

 後志生コン販売㈲ 生コンクリートの販売

※ケイナラ㈱ 海貨業

※東日本タグボート㈱ 曳船業

 協伸運輸㈱ 貨物自動車運送業

※北海道防疫燻蒸㈱ 植物類の燻蒸・消毒作業



４ 【関係会社の状況】 
  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 上記のうちナラサキスタックス㈱、楢崎造船㈱が特定子会社に該当します。 

３ 上記のうち有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ ナラサキスタックス㈱は、連結売上高に占める売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の割合が10％

を超えております。 

 
５ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 
  

名称 住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

主要な事業 
の内容

議決権の 
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

ナラサキスタックス㈱ 苫小牧市 421 海運関連事業
82.3
(0.6)

―
石油類の販売先 
役員の兼任３名

ナラサキリース㈱ 江別市 228
機械・設備 
関連事業

85.5 ―
レンタル用機械の販売先 
借入金に対する債務保証 
役員の兼任２名

ナラサキ総合 
サービス㈱

東京都中央区 50
機械・設備 
関連事業

100.0 ―
建設機械等の販売先、 
営業資金の貸付 
役員の兼任２名

ナラサキ石油㈱ 札幌市中央区 130
資材・燃料 
関連事業

91.7 ―
石油製品の販売先 
役員の兼任２名

楢崎造船㈱ 室蘭市 260
機械・設備 
関連事業

100.0
(7.7)

―
船舶の部品の販売先 
借入金に対する債務保証 
役員の兼任２名

(持分法適用関連会社)

東日本タグボート㈱ 八戸市 40 海運関連事業
20.0
(20.0)

― 港内曳船業務の委託先

北海道防疫燻蒸㈱ 苫小牧市 20 海運関連事業
20.0
（20.0)

― 木材の殺虫・消毒業務の委託先

ケイナラ㈱ 横浜市中区 40 海運関連事業
40.0
（40.0)

― 通関業・港湾運送事業

主要な損益情報等 ①売上高 17,220百万円

②経常利益 196

③当期純利益 58

④純資産額 1,453

⑤総資産額 11,796

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

機械・設備関連事業 336

資材・燃料関連事業 173

海運関連事業 190

全社(共通) 91

合計 790

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

394 38.53 14.32 5,443,230



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加に加えて雇用や所得環境の

改善により個人消費にも明るさが見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

このような国内経済環境の中、当社グループは中期経営計画『ＣＡＮ２１』の最終年度として計画の

キーワードである「グループの総合力」をもって「守りから攻め」を営業戦略の基軸とし、積極的な営

業活動に努めました。 

その結果、当連結会計年度における連結売上高は前年同期比4.1％増の114,892百万円、連結営業利益

は一般貸倒懸念債権に対する引当金の繰入を厳格に行ったことなどにより前年同期比28.7％減の1,221

百万円となり、連結経常利益は前年同期比21.7％減の935百万円となりました。また、特別損失に減損

損失862百万円を計上したことなどにより、当期純損失は154百万円（前年同期は当期純利益568百万

円）となりました。 

  

各事業別の概況は次のとおりであります。 

機械・設備関連事業 

電気機械事業では、半導体設備業界向けのＦＡ機器や省エネ機器の需要が引き続き旺盛であり、好

調に推移しました。また、ＯＡ精密機器・電子デバイス業界向けレーザー等微細精密加工用設備も国

内の好調な設備需要の影響を受け、順調に推移しました。 

農業施設及び産業機械関連事業では、特に北海道地区において真空予冷設備や小麦サイロなどの農

産加工設備が堅調に推移しました。新規分野では廃プラスチックの燃料化設備やＲＰＦ設備などの環

境設備の売上を伸ばすことができました。一方、本州地区においては大型物件も少なく、特に西日本

を中心に苦戦いたしました。 

建設機械関連事業では、建設機械のレンタル会社であるナラサキリース㈱が、上期の工事受注遅れ

および公共投資削減・地方財政難による工事減少の影響を受け、売上を落としました。 

楢崎造船㈱は８年ぶりに４９９型内航貨物船の建造を再開したことなどにより売上を伸ばしまし

た。 

以上の結果、事業全体の売上高は前年同期比2.4％増の36,238百万円となり、営業利益は前年同期

比20.0％減の1,643百万円となりました。 

  



資材・燃料関連事業 

建材事業では、北海道地区は札幌を中心としたマンション、大型ビルなどの民間建築が堅調に推移

し建築資材が順調でしたが、地方では公共工事の激減により生コンの販売が振るわず苦戦いたしまし

た。また、本州地区では引き続き首都圏の都市再開発大型物件など旺盛な民間需要により、建築資材

を中心に堅調に推移しました。 

燃料関連事業は、当連結会計年度も原油価格高騰による国内石油製品の販売価格の上昇により、売

上を大きく伸ばしました。また、ナラサキ石油㈱はセルフＳＳ（サービスステーション）の展開とサ

ービス強化により販売数量を伸ばし、売上増加を図ることができました。 

以上の結果、事業全体の売上高は前年同期比7.9％増の61,490百万円となり、営業利益は前年同期

比9.6％増の1,098百万円となりました。 

  

海運関連事業 

海運関連事業では、ナラサキスタックス㈱は国内景気の回復に伴い、原料炭や鋼材の取扱高が増加

し、売上は堅調に推移いたしました。 

また、連結子会社であった熊谷海運㈱は、平成17年９月に清算結了いたしました。 

以上の結果、事業全体の売上高は前年同期比4.7％減の17,162百万円となり、営業利益は前年同期

比32.1％減の296百万円となりました。 

  

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、源泉である税金等調整前当期純利益が15百万円（前年同期は

909百万円）となったものの、減価償却費が1,184百万円、減損損失が862百万円となったことなどによ

り2,156百万円のプラス（前年同期は1,397百万円のプラス）となりました。 

  

投資活動によるキャッシュ・フローは427百万円のマイナス（前年同期は425百万円のマイナス）とな

りました。その主な内訳は、有形固定資産の売却による収入613百万円、貸付金の純増額696百万円であ

ります。 

  

財務活動によるキャッシュ・フローは1,584百万円のマイナス（前年同期は431百万円のマイナス）と

なりましたが、その主な内容は、長期借入れによる収入4,080百万円、短期借入金の減少額2,506百万円

および長期借入金の返済による支出3,092百万円であります。 

  

以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の増加額は143百万円となり、現金及び現

金同等物期末残高は4,823百万円（前年同期は4,763百万円）となりました。 

  



２ 【売上、成約及び仕入の状況】 

下記「(1)売上の状況」及び「(2)仕入の状況」の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(1) 売上の状況 

  

 
(注) 「当連結会計年度売上高」は、外部顧客に対する売上高を用いております。 

  

(2) 仕入の状況 

  

 
  

事業区分

前連結会計年度末 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末

成約残高 
(百万円)

前年同期比
(％)

成約高
(百万円)

前年同期比
(％)

売上高
(百万円)

前年同期比
(％)

成約残高 
(百万円)

前年同期比
(％)

機械・設備関連事業 2,685 69.3 38,682 6.0 36,238 2.4 5,129 91.0

資材・燃料関連事業 3,204 △ 9.5 61,120 7.9 61,490 7.9 2,834 △ 11.5

海運関連事業 ― ― 17,162 △ 4.7 17,162 △ 4.7 ― ―

合計 5,889 14.8 116,966 5.2 114,892 4.1 7,963 35.2

事業区分

当連結会計年度

金額(百万円) 前年同期比(％)

機械・設備関連事業 31,255 1.8

資材・燃料関連事業 58,736 8.2

海運関連事業 14,963 △ 3.3

合計 104,955 4.5



３ 【対処すべき課題】 

当社は、平成18年４月より新中期経営計画『Ｊｕｍｐ Ｕｐ ＮＡＲＡＳＡＫＩ』をスタートし、事業構

造の変革と企業価値の向上を目指しております。電子機器関連事業を戦略事業と位置付けると共に、各事

業のコアビジネスの強化、新規事業の推進、低採算事業の見直しなど一層の「選択と集中」により、高収

益事業へのシフトを進めてまいります。 

当社グループは、グループ各社の連携を一層強化し、グループシナジーを最大化して、総合力による収

益拡大を強力に推し進めます。 

内部統制システムの整備については、コンプライアンスの遵守徹底とリスク管理の更なる強化を図って

まいります。ＣＳＲ室を新設するなど内部統制システムの体制を整備して、リスクマネジメントやクライ

シスマネジメントの強化に努め、コンプライアンスの徹底を図るなど「公正で透明な経営」の一層の向上

を目指してコーポレートガバナンス体制の更なる強化に努めてまいります。事業活動を通じて社会に貢献

する企業として、健全な発展を目指してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなも

のがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月29日)現在において当社

グループが判断したものであります。 

  

(1)土木建築工事の減少 

当社グループでは、北海道や東北においてセメント・生コン、土木・建築資材、建設機械等の建設関

連事業の売上高比率が高いために、自治体や企業が土木建築工事をさらに抑制すると一層の競争激化を

招き、売上高及び営業利益が減少することとなります。 

  

(2)原油価格や原材料価格の高騰 

多くの生産財を取扱う当社グループでは、原油価格や原材料価格の高騰が続くと仕入価格や運送原価

の上昇につながり、競争激化等により販売価格や運送収入に転嫁が困難な場合には、収益を圧迫する要

因となる可能性があります。 

  

(3)米国・中国景気の減速と為替レートの変動 

米国や中国の景気が減速し為替レートが円高で推移すると、高収益を背景に積極的な設備投資を進め

てきた製造業の投資意欲が減退し、機械・設備関連事業において売上高が減少する可能性があります。

また、製造業の生産が減少すると、海運事業において製品や原料の港湾荷役取扱高が減少する可能性が

あります。 

  

(4)金利の変動 

当社グループでは、営業取引等に伴う必要資金について金融機関からの借入等にて調達しておりま

す。金利スワップ等を利用することにより金利変動リスクを軽減しておりますが、今後の金利変動及び

調達環境の変化により、収益面に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5)販売先企業の信用 

当社グループの販売先は多種多様であり、その債権管理のため販売先の業況を定期的に把握するとと

もに、業態や資力等に応じた信用限度設定をおこなっております。また、必要に応じて担保・保証等の

提供を受けるなどきめ細かい与信管理をおこない、必要な貸倒引当金の検討並びに計上を実施しており

ます。しかしながら、今後の動向によっては貸倒引当金の積増しを要する事態が生じ、その場合には収

益面に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6)長期借入金の財務制限条項 

当社は、長期借入金として複数の金融機関との間で平成16年９月30日に5,750百万円のシンジケート

ローン契約を締結しております。この契約には財務制限条項が付加されており、これに抵触した場合に

は借入金の返済を要請される可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成18年３月31日)現在において当社グループが

判断したものであります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。また当社の経営陣は連結財務諸表の作成に当たり、過去の実績や状況に応じ合理

的と判断される入手可能な情報を継続的に検証し、見積り及び判断の基礎としております。しかしなが

ら、これらの見積りや判断及び仮定は不確実性を伴うため、実際の結果と異なる場合があります。 

当社の経営陣が、見積りや判断及び仮定により当社グループの連結財務諸表に重要な影響を及ぼすと

考えている項目は以下の通りであります。 

  

① 貸倒引当金 

当社グループの連結財務諸表において、受取手形・売掛金等の営業債権の残高は多額であるため、

債権の評価に対する会計上の見積りは重要な要素となっております。 

当社グループでは、貸倒懸念債権等の特定の債権は、債務者からの債権回収状況、債務者の財務内

容、担保価値などを考慮し個別に回収可能性を検討しており、一般の債権については過去の貸倒実績

率などを総合的に判断した上で債権の回収不能額を見積もり、貸倒引当金を計上しております。 

当社の経営陣は、これらの貸倒引当金の見積りは合理的であると判断しておりますが、債務者の財

政状態の悪化や担保価値の見積りが下落した等の場合には、追加引当が必要となる可能性がありま

す。 

  

② 投資の減損 

当社グループは、長期的な取引関係の維持のために、特定の取引先及び金融機関の株式等を有して

おります。当社グループは、市場性のある有価証券について、個別銘柄毎に当連結会計年度における

最高値・最安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体外部信

用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、価値が

著しく下落した銘柄のうち、回復する見込みがあると認められる場合を除き、投資の減損を計上して

おります。 

また、市場性のない有価証券について、価値の下落が一時的であり回復する見込みがあると認めら

れるかどうかの判断は、純資産額の下落幅、投資先の財政状態及び将来の業績見通し等を総合的に勘

案した上で行っております。 

  

③ 繰延税金資産 

財務諸表上の資産と税務上の資産との間に生じる一時的な差異に係る税効果については、繰延税金

資産を計上しており、将来の税金の回収予想額は、当社の将来の課税所得の見込額に基づき算定して

おります。 

当社の経営陣は、繰延税金資産の実現可能性の評価は合理的であると考えておりますが、将来の課

税所得の見込額の変動やタックス・プランニングの変更等により、繰延税金資産が変動する可能性が

あります。 



(2) 当連結会計年度の財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は55,998百万円となり、前期末比373百万円の減少となりました。流動資

産は、975百万円増加の34,796百万円となり、固定資産は、1,349百万円減少の21,201百万円となりまし

た。流動資産の増加の主な要因は、売上債権の増加およびその他流動資産の増加によるものです。固定

資産のうち、有形固定資産は減価償却の計上や減損損失などを計上したため、1,786百万円の減少とな

りました。投資その他の資産は投資有価証券の時価の上昇などもあり、467百万円の増加となりまし

た。 

当連結会計年度の負債合計は、前期末比716百万円減少の50,163百万円となりました。流動負債は

1,628百万円減少の36,519百万円となり、固定負債は911百万円増加の13,643百万円となりました。流動

負債の減少の主な要因は、短期借入金の返済によるものです。固定負債の増加の要因は、長期借入金の

調達によるものであります。 

当連結会計年度末の資本は、前期末比314百万円増加の5,456百万円となりました。これは主に、その

他有価証券評価差額金の増加によるものです。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の9.1％か

ら9.7％となりました。また、期末発行済株式数に基づく1株当たり純資産額は、前連結会計年度末の

194.24円から205.12円となりました。  

  

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

売上高は、前連結会計年度より4,500百万円増加し、114,892百万円（前年同期比4.1%増）となりま

した。機械・設備関連事業のうち電気機械事業では、国内民間設備投資の増加により売上を伸ばしま

した。また農業施設事業では、北海道地区において農産加工設備の売上が堅調に推移し、環境設備の

売上が伸びたことなどにより、機械・設備関連事業の売上高は、36,238百万円（前年同期比2.4%増）

となりました。資材・燃料関連事業のうち建材事業では、公共事業の減少等により厳しい状況が続き

ましたが、燃料事業では、産業用燃料油や船舶用燃料油は販売価格の上昇やサービス強化による販売

数量増加に伴い売上を伸ばし、資材・燃料関連事業全体の売上高は、61,490百万円（前年同期比7.9%

増）となりました。海運関連事業は、国内景気の回復などの影響を受け、輸入石炭や鋼材の取扱高が

増加し好調に推移しました。その結果、連結子会社の清算に伴う売上高の減少があったものの、事業

全体の売上高は、17,162百万円（前年同期比4.7%減）となりました。 



②営業利益 

売上総利益は9,750百万円（前年同期比1.8％減）となりました。売上総利益率は0.5％低下しまし

たが、その主な要因は、利益率の低い資材・燃料関連事業の売上が増加したことであります。販売費

及び一般管理費は8,529百万円（同3.8％増）となりました。主な増加要因は、一般貸倒懸念債権に対

する引当金繰入を厳格に行ったことなどであります。 

以上により、営業利益は1,221百万円（同28.7％減）となりました。 

  

③経常利益 

営業外収益は271百万円（前年同期比34.4％増）となり、営業外費用は支払利息の減少などにより

556百万円（同22.6％減）となりました。 

以上により、経常利益は935百万円（同21.7％減）となりました。 

  

④当期純利益 

特別利益は89百万円（前年同期比77.3％減）となりました。また、特別損失は1,010百万円（同

48.9％増）となりました。主なものは固定資産の減損損失862百万円です。 

以上の結果、当期純損失は154百万円となりました。 

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①資金調達 

当社グループの財務運営の方針及び目的は、効率的な営業活動を心掛けるとともに、資産の効率的

な活用及び有利子負債の削減に努め、財務体質の改善強化を図ることであります。当社グループで

は、主に営業活動によるキャッシュ・フローを資金の源泉としております。また、ナラサキ産業㈱は

財務体質の改善と資金調達手段の多様化を図るため、平成18年2月および3月に手形債権流動化による

資金調達を三菱UFJ信託銀行㈱において実施し、4,959百万円を調達いたしました。 

  

②キャッシュ・フロー 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは2,156百万円（前年同期比

54.3%増）の収入となりました。これは税金等調整前当期純利益が減少したものの、その原因が減損

損失などであったこと、その他に引当金の増加や仕入債務の増加等があったことによるものでありま

す。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは427百万円（前年同期比0.5%増）の支出となりました。こ

れは貸付による支出が増加したものの、有形固定資産の取得による支出が減少したこと、有形固定資

産売却による収入が増加したことによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは1,584百万円の支出（前年同期比1,153百万円増）となりま

した。その主な要因は、長・短期借入金の返済ならびに配当金の支払であります。 

その結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は143百万円増の4,823百万円となりました。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は当連結会計年度において機械・設備関連事業を中心に全体で706

百万円の設備投資を実施いたしました。 

 機械・設備関連事業においては、連結子会社ナラサキリース㈱において、賃貸用の建設機械への設備投

資等を中心に552百万円を実施いたしました。 

資材・燃料関連事業においては、ナラサキ石油㈱、給油設備施設への設備投資等を中心に23百万円を実施

いたしました。 

 海運関連事業においては、連結子会社ナラサキスタックス㈱において、港湾運送関連への設備投資を中

心に94百万円を実施いたしました。 

  

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 貸与中の土地2,391百万円(80,660㎡)、建物278百万円を含んでおり、主に㈱愛育安全相互自動車学校と㈱大

運に貸与しております。 

２ 建物の一部を賃借しております。東京本社(東京都中央区)他9事業所の年間賃借料は148百万円、北海道支社

(札幌市中央区)他5事業所の年間賃借料は40百万円であります。 

３ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)賃貸用

固定資産
建物及び
構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

器具及び
備品

合計

東京本社 
(東京都中央区) 
他9事業所

機械・設備関 
連事業 
資材・燃料関 
連事業 
全社共通

本社機能 ― 195 226
1,142

(17,702)
10 1,575 262

北海道支社 
(札幌市中央区) 
他７事業所

機械・設備関 
連事業 
資材・燃料関 
連事業 
全社共通

支社業務 
機能

― 431 10
2,105

(116,007)
4 2,552 132

事業所名 
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
年間リース料 
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

東京本社(東京都中央区) 全社共通
機械及び装置

     6        59(所有権移転外ファイナン
ス・リース）

東京本社(東京都中央区) 全社共通
器具及び備品

    26       143(所有権移転外ファイナン
ス・リース）

東京本社(東京都中央区) 全社共通
機械及び装置

     6       244(オペレーティング・リー
ス）

東京本社(東京都中央区) 全社共通
車両及び運搬具

     1        35(オペレーティング・リー
ス）



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 貸与中の土地453百万円(22,992㎡)、建物18百万円を含んでおり、主に関連会社である協伸運輸㈱に貸与し

ております。 

２ 建物の一部を賃借しております。主に事務所やガソリンスタンド設備に係るもので、年間賃借料は266百万

円であります。 

３ 帳簿価額のうち、「その他」は工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計額であります。 

４ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)賃貸用

固定資産
建物及び
構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

ナラサキ 
スタックス㈱

本社 
苫小牧市

海運関連 
事業

船舶・倉庫
用地

－ 730 1,823 
3,730

(228,816)
53 6,336 190

ナラサキ 
リース㈱

本社 
江別市

機械・
設備関連 
事業

建設機械 2,120 227 33 
558

(35,132)
4 2,943 87

ナラサキ総合 
サービス㈱

本社 
東京都 
中央区

機械・
設備関連 
事業

物流倉庫 8 888 4 
－
(－)

0 901 9

ナラサキ石油㈱
本社 
札幌市 
中央区

資材・
燃料関連 
事業

ガソリン 
スタンド

－ 37 149 
260

(3,658)
17 465 87

楢崎造船㈱
本社 
室蘭市

機械・
設備関連 
事業

船渠船台 － 381 46 
247

(19,087)
3 678 23

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容
年間リース料 
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

ナラサキ 
スタックス㈱

本社
苫小牧市

海運関連
事業

運搬具、その他
(器具備品)

89 239

ナラサキリース㈱
本社
江別市

機械・設備
関連事業

賃貸用固定資産、 
機械装置、その他
(器具備品)

28 40

ナラサキ石油㈱
本社
札幌市中央区

資材・燃料
関連事業

機械装置、その他
(器具備品)

39 95

楢崎造船㈱
本社
室蘭市

機械・設備
関連事業

機械装置、その他
(器具備品)

8 3



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合はこれに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式
 

26,628,000
同左

東京証券取引所
(市場第二部) 
札幌証券取引所

―

計 26,628,000 同左 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 資本準備金の未処理損失への填補(205百万円)とその他資本剰余金への組入れ(668百万円)による減少であり

ます。 

２ 新株引受権の行使による増加であります。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成14年６月27日
(注１)

― 26,100 ― 2,313 △873 578

平成14年４月１日～
平成15年３月31日

(注２)
347 26,447 27 2,340 27 605

平成16年４月１日～
平成17年３月31日

(注２)
51 26,498 4 2,344 4 609

平成17年４月１日～
平成17年６月30日

(注２)

130 26,628 10 2,354 10 619



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式 28,842 株は「個人その他」に 28 単元及び「単元未満株式の状況」に 842 株含めて記載してお

ります。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が44単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
（注）三菱UFJ信託銀行㈱は、平成17年10月1日付をもって三菱信託銀行㈱とUFJ信託銀行㈱とが合併し、 

 発足したものであります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 13 19 104 15 ― 2,901 3,052 ―

所有株式数 
(単元)

― 6,852 592 5,330 269 ― 13,469 26,512 116,000

所有株式数 
の割合(％)

― 25.85 2.23 20.10 1.01 ― 50.81 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三菱電機㈱ 東京都千代田区丸の内２丁目７―３ 2,096 7.87

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２―10 2,015 7.57

三菱UFJ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 1,156 4.34

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２―１ 810 3.04

三井住友海上火災保険㈱ 東京都中央区新川２丁目27―２ 810 3.04

㈱北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西３丁目11 696 2.62

鶴田 昭彦 神奈川県横浜市 605 2.27

住友大阪セメント㈱ 東京都千代田区六番町６番地28 545 2.05

酒井重工業㈱ 東京都港区芝大門１丁目４―８ 498 1.87

新日本石油㈱ 東京都港区西新橋１丁目３―12 496 1.86

計 ― 9,729 36.54



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が44,000株(議決権44個) 

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式842株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 28,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,484,000
26,484 ―

単元未満株式 普通株式 116,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 26,628,000 ― ―

総株主の議決権 ― 26,484 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ナラサキ産業株式会社

東京都中央区日本橋茅場町
１―１―３

28,000 ― 28,000 0.11

計 ― 28,000 ― 28,000 0.11



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社の利益配分については、株主各位への安定配当の継続維持とその水準向上に努めつつ、経営基盤の

強化のために内部留保を確保し、株主資本を充実させることを基本方針としております。 

なお、当期の期末配当につきましては、当期未処理損失を計上しため、無配とさせて頂きました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 435 396 173 252 281

最低(円) 195 72 85 119 152

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 244 238 236 272 247 281

最低(円) 212 216 220 220 186 206



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

小 野 伸 一 昭和24年７月４日生

昭和47年４月 三菱信託銀行㈱(現三菱UFJ信託銀

行㈱)入社

6

平成７年３月 同社青葉台支店長

平成９年２月 同社事務推進部長

平成10年４月 同社事務管理部長

平成11年２月 同社福岡支店長

平成12年６月 同社取締役経営管理部長

平成13年２月 同社取締役企業金融部長

平成13年６月 同社執行役員企業金融部長

平成14年６月 同社常務執行役員

平成16年３月 同社常務取締役

平成17年６月 当社代表取締役副社長兼副社長執

行投員

平成18年６月 当社代表取締役会長(現在)

代表取締役 
社長兼  

社長執行役員
石 川   孝 昭和21年11月16日生

昭和45年４月 当社入社

42

平成２年11月 当社北海道支店総務部長兼保険部

長

平成６年４月 当社業務部長

平成８年４月 当社審査部長

平成９年６月 当社経理部長

平成10年６月 当社取締役経理部長

平成13年６月 当社常務取締役経理部長

平成14年４月 当社常務取締役経理部長兼審査部

長

平成15年４月 当社取締役兼常務執行役員FA・情

通部門長

平成17年４月 当社代表取締役兼専務執行役員 

(営業部門統括)

平成18年６月 当社代表取締役社長兼社長執行役

員(現在)

取締役 
兼専務 
執行役員

北海道支社長 
北海道営業部門

統括
桜 井 一 夫 昭和19年10月４日生

昭和43年２月 楢崎石油商事㈱入社

23

平成３年10月 ナラサキ石油㈱取締役

平成６年４月 当社燃料部長

平成８年10月 当社燃料本部長

平成11年６月 当社取締役燃料本部長

平成12年６月 当社執行役員燃料本部長

平成13年４月 当社執行役員燃料部門長

平成13年６月 当社常務取締役燃料部門長

平成13年10月 当社常務取締役北海道支社副支社

長兼燃料部門長

平成14年４月 ナラサキ石油㈱取締役会長(現在)

平成15年４月 当社取締役兼常務執行役員北海道

支社長兼エネルギー部門長

平成16年４月 当社取締役兼常務執行役員北海道

支社長

平成18年６月 当社取締役兼専務執行役員北海道

支社長(北海道営業部門統括)(現

在)

取締役 
兼専務 
執行役員

本州営業部門 
統括

尾 谷   章 昭和23年３月17日生

昭和46年４月 当社入社

19

平成３年４月 当社機器第二部長

平成10年４月 当社機器本部副本部長

平成13年４月 当社執行役員FA・情通部門長

平成14年４月 当社執行役員電機設備部門長

平成16年４月 当社常務執行役員

平成17年６月 当社取締役兼常務執行役員

平成18年６月 取締役兼専務執行役員(本州営業

部門統括)(現在)



 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 
兼常務 
執行役員

CSR室、総務
部、経理部(財
務)、審査部、 
北海道総務部 
担当

窪 田   隆 昭和26年５月11日生

昭和49年４月 三菱信託銀行㈱(現三菱UFJ信託銀

行㈱)入社

10

平成９年６月 同社業務部副部長

平成10年２月 同社営業第６部長

平成12年４月 同社営業第８部長

平成13年５月 同社大阪支店長

平成15年２月 同社横浜駅西口支店長

平成16年４月 当社執行役員経営企画部長

平成16年６月 当社取締役経営企画部長

平成17年４月 当社取締役兼常務執行役員経営企

画部長

平成18年４月 当社取締役兼常務執行役員IR・広

報部長

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員(CSR

室、総務部、経理部(財務)、審査

部、北海道総務部担当)(現在)

取締役 
兼常務  
執行役員

経営企画部、
IR・広報部、 
人事部、経理部 
(経理・会計) 
担当

井 上   仁 昭和24年４月22日生

昭和49年４月 当社入社

12

平成８年４月 当社人事部長兼人材開発室長

平成11年４月 当社人事総務部長

平成15年４月 当社執行役員人事総務部長

平成17年４月 当社執行役員人事総務部長兼IR・

広報部長

平成17年６月 当社取締役兼執行役員人事総務部

長兼IR・広報部長

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員(経営

企画部、IR・広報部、人事部、経

理部(経理・会計)担当)(現在)

取締役 
兼執行役員

北海道支社副支
社長兼   
北海道 
総務部長兼 
室蘭総務部長

片 平 利 男 昭和20年４月２日生

昭和43年４月 ㈱北洋相互銀行(現㈱北洋銀行)入

行

16

平成元年４月 同行屯田支店長

平成４年４月 同行営業推進部営業推進役

平成６年４月 同行砂川支店長

平成８年７月 同行静内支店長

平成11年７月 同行江別支店長

平成12年６月 当社取締役北海道支社副支社長 

兼北海道総務部長

平成15年４月 当社取締役兼執行役員北海道支社

副支社長兼北海道総務部長

平成16年４月 当社取締役兼執行役員北海道支社

副支社長兼北海道総務部長兼室蘭

総務部長(現在)

取締役 
兼執行役員

営業企画室長 
本州営業部門副

統括
高 橋 秀 俊 昭和26年１月４日生

昭和49年４月 当社入社

7

平成11年４月 当社東北支店長

平成13年４月 当社執行役員本州建材部門長兼建

材部長

平成15年４月 当社執行役員本州建材部門長

平成18年４月 当社執行役員営業企画室長

平成18年６月 取締役兼執行役員本州営業企画室

長(営業部門副統括)(現在)



 
(注) １ 監査役一色誠一及び小澤敏美は、会社法第２条16号に定める社外監査役であります。 

２ 当社では、経営上の意思決定及び業務執行の監督機能と業務執行機能を分離して経営の効率化を図るため執

行役員制度を導入しております。 

取締役を兼務していない執行役員は８名で、北海道支社副支社長兼札幌事業開発室長成田勝隆、北海道支社

副支社長兼北海道建材部門長上野直紀、機器部門長井澤龍、ナラサキリース㈱社長皆良田剛、機器部門長補

佐兼機器部門企画業務部長(情報通信システム部担当)河里清史、北海道産業システム部門長中島重夫、FA部

長中村克久、本州産業システム部門長真弓喜久則で構成されております。 

３ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役を１名選出しております。 

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

監査役 
(常勤)

富 川 靖 雄 昭和19年11月24日生

昭和43年４月 三菱信託銀行㈱(現三菱UFJ信託銀

行㈱)入社

36

平成８年８月 同社新宿支店長

平成10年６月 当社取締役

平成11年４月 当社常務取締役

平成13年６月 当社専務取締役

平成15年４月 当社取締役兼専務執行投員

平成17年６月 当社監査役(常勤)(現在)

監査役 
(常勤)

百 瀬 順一郎 昭和22年２月21日生

昭和44年４月 三菱電機㈱入社

12

平成11年10月 同社関越支社副支社長

平成12年６月 当社常務取締役

平成15年４月 当社取締役兼常務執行役員

平成16年６月 当社監査役(常勤)(現在)

監査役 一 色 誠 一 昭和23年９月８日生

昭和47年４月 日本石油㈱(現新日本石油㈱)入社

―

平成８年４月 同社経理部副部長

平成10年６月 同社財務部長

平成11年４月 日石三菱㈱(現新日本石油㈱)財務

部副部長

平成12年６月 同社経理部長

平成13年６月 当社監査役(現在)

平成15年６月 同社取締役経理部長

平成18年６月 同社常務取締役経営管理第２本部

長(現在)

監査役 小 澤 敏 美 昭和27年12月10生

昭和52年４月 ㈱北洋相互銀行(現㈱北洋銀行)入

行

―

平成15年５月 同行総務部長

平成16年５月 同行秘書室審議役

平成16年８月 同行秘書室長

平成18年４月 同行取締役業務推進部長(現在)

平成18年６月 当社監査役(現在)

計 183

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株)

山 本 昌 平 昭和37年12月31日生

平成10年４月 東京弁護士会弁護士登録  

柳瀬法律事務所(現 丸の内中央

法律事務所)入所(現在) ―

平成10年５月 バンダイビジュアル㈱監査役(現

在)㈱メガハウス監査役(現在)



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、機動的で迅速な経営の意思決定と業務執行を進めるとともに、監督機能を強化して経営の

透明性と健全性の一層の向上を図り、企業価値の最大化に努めていくことをコーポレート・ガバナン

スの基本方針としております。 

 当社グループは、グループの全体会議を通じて情報を共有化しグループの総合力強化に努めるとと

もに、リスク管理の強化やコンプライアンスの浸透を徹底するなどグループのＣＳＲ体制強化に取組

んでおります。 

  

(1) 会社の機関 

 当社は、経営上の意思決定及び業務執行の監督機能と業務執行機能を分離して経営の効率化を図

るため執行役員制度を導入しております。取締役は会長・社長・副社長以外の役職を設けず、役割に

より執行役員を兼務し、執行役員は社長・副社長・専務・常務の階層を設けております。経営機能の

役割分担と権限の明確化により意思決定の迅速化が図られ、取締役会の活性化と業務執行機能の強化

につながっております。 

取締役会は、毎月２回定期的に開催するほか、必要がある場合は臨時に開催しております。業務執

行に関する重要事項の審議や決定、業務執行状況の監督をしております。活発な意見交換を行い取締

役相互の監督機能を高め、取締役会の機能強化に努めております。常務執行役員以上の役員及び監査

役により構成される経営会議は、毎週開催し、迅速な業務執行の決定を行い、執行機能の強化に努め

ております。また、業務執行状況の報告及び情報交換を目的として、毎月２回定期的に常務連絡会を

開催し情報の共有に努めております。新規事業への取り組みや新商品の取引など資産取得や投融資を

行う場合は、投資委員会において十分な事前検討をした上で職務権限規程に基づき決議する体制をと

っております。 

当社は監査役設置会社であり、各監査役は取締役会、経営会議、事業戦略会議などの重要な会議に

出席するほか、会計監査人及び代表取締役との定期的な意見交換会の実施や業務執行担当役員等から

ヒヤリングを行うなど、独立した立場から監査を行い、経営監督機能の強化に努めております。 

 会計監査人は中央青山監査法人を選任しており、定期的な監査のほか、随時相談をし会計処理の

透明性と正確性の向上に努めております。 

  

(2) 内部統制システムの整備の状況 

当社の年度事業計画は、中期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて定めた目標をもとに作成

し、目標達成の進捗状況は経営会議において定期的に報告しております。当社グループ全体の会議で

は、経営方針、年度計画、目標数値の進捗状況等の審議並びに報告を通して情報の共有化を図ってお

ります。連結子会社各社を担当する当社取締役は業績目標達成状況の把握とともに、リスク管理状況

を把握して経営会議に報告しております。 

当社はコンプライアンスをはじめとするＣＳＲを強力に推進するため各種委員会を設置しておりま

す。代表取締役が企業倫理コンプライアンス委員長となり、定期的に委員会を開催して、遵法精神の

浸透とコンプライアンスに関する問題点の把握に努めております。企業倫理行動基準及び企業倫理事

例集を使用して各階層別研修において教育を実施し、法令及び定款の遵守を徹底しております。平成

18年4月からはＣＳＲ体制を一層強化するため社長直轄組織のＣＳＲ室を設置し各部署に内部管理責

任者を選任しております。内部管理責任者に対しても平成18年5月に研修を行い、遵法精神の浸透に

努めております。法令及び定款に違反する行為を発見した場合の報告体制としては内部通報制度を構

築しており、通報を受けた場合の調査及び報告体制も整備しております。連結子会社においても平成

18年度よりコンプライアンス委員会を設置し、当社コンプライアンス委員会と連結子会社各社のコン

プライアンス委員会が連携し、当社グループの企業倫理行動基準の周知徹底を図り、法令遵守体制を

構築します。 

  



(3) リスク管理体制の整備の状況 

各部署所管業務に付随するリスク管理は、それぞれの担当部署が規程及びマニュアルに従って行

い、営業部門においては営業企画室が統括し、会社全体のリスク管理は経営企画部が行います。リス

ク要因となるあらゆる情報は各部署の内部管理責任者からＣＳＲ室に集まり、担当取締役に報告する

体制を構築しており、緊急時には緊急事態対策本部が設置され適時適切な対応ができる体制となって

おります。これまでは「企業倫理コンプライアンス委員会」「情報セキュリティ委員会」「災害対策

委員会」等の各種委員会はそれぞれ活動し、マニュアル等の整備や教育の実施により、企業倫理、法

令遵守、情報管理、災害対策体制等の徹底を図っておりましたが、平成18年4月より代表取締役を委

員長とするＣＳＲ委員会を設置し各種委員会を統括してリスク管理体制の一層の強化に取組んでおり

ます。 

  

(4) 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額138百万円（うち社外取締役－百万円） 

監査役の年間報酬総額 24百万円（うち社外取締役－百万円） 

  

(5) 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬22百万円 

上記以外の業務に基づく報酬－百万円 

(6) 内部監査及び監査役監査の組織 

当社の内部監査は、社長直轄組織の監査部2名が内部監査規程に基づき、当社及び連結子会社の監

査を実施しております。平成18年1月には監査事後処理の取扱要領を制定し、4月には内部監査規程を

改訂して監査権限を見直すなど監査機能の強化を図っております。監査役監査については、2名の社

外監査役を含む監査役4名により、重要会議への出席や会計監査人及び代表取締役との意見交換会の

実施などを積極的に行い、経営の監視監督機能の強化に努めております。 

  

(7) 社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役はおりません。 

社外監査役は2名であり、人的関係、資本的関係、取引関係、その他の利害関係はありません。 

  



(8) 会計監査の状況 

当社の会計監査人は中央青山監査法人であり、業務を執行した公認会計士は以下のとおりで、補助

者の構成は公認会計士21名、会計士補６名、その他14名であります。 

  

 
(注) 継続監査年数については、７年未満であるため記載を省略しております。 

  

  

  

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

梅  田  浩  三 中央青山監査法人 ― (注)

平  井  久  也 中央青山監査法人 ― (注)



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表については、中央青山監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 4,801 4,861

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 26,227 26,845

 ３ たな卸資産 1,131 945

 ４ 繰延税金資産 384 619

 ５ その他 1,617 2,189

   貸倒引当金 △340 △664

   流動資産合計 33,821 60.0 34,796 62.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 賃貸用固定資産 11,750 10,592

    減価償却累計額 7,635 4,115 7,085 3,506

  ２ 建物及び構築物 ※２ 4,390 4,192

    減価償却累計額 2,601 1,788 2,531 1,661

  ３ 機械装置及び運搬具 ※２ 5,853 5,843

    減価償却累計額 3,589 2,264 3,800 2,043

  ４ 土地 ※２ 8,679 7,849

  ５ その他 765 695

    減価償却累計額 662 102 592 102

   有形固定資産合計 16,949 30.1 15,163 27.0

 (2) 無形固定資産

  １ その他 ※３ 137 106

   無形固定資産合計 137 0.2 106 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※1,2 2,994 4,054

  ２ 長期貸付金 94 128

  ３ 繰延税金資産 965 498

  ４ その他 ※１ 2,368 1,939

    貸倒引当金 △958 △689

   投資その他の資産合計 5,463 9.7 5,931 10.6

   固定資産合計 22,551 40.0 21,201 37.8

   資産合計 56,372 100.0 55,998 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 24,566 25,044

 ２ 短期借入金 ※２ 8,978 6,472

 ３ 一年以内に返済する 
   長期借入金

※２ 2,905 2,976

 ４ 未払法人税等 68 241

 ５ 賞与引当金 276 286

 ６ その他 1,353 1,498

   流動負債合計 38,148 67.7 36,519 65.2

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 200 200

 ２ 長期借入金 ※２ 9,413 10,329

 ３ 長期未払金 1,349 1,283

 ４ 退職給付引当金 926 1,016

 ５ 役員退職引当金 253 184

 ６ 特別修繕引当金 56 48

 ７ その他 ※３ 533 581

   固定負債合計 12,732 22.6 13,643 24.4

   負債合計 50,880 90.3 50,163 89.6

(少数株主持分)

  少数株主持分 350 0.6 378 0.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 2,344 4.2 2,354 4.2

Ⅱ 資本剰余金 1,278 2.3 1,288 2.3

Ⅲ 利益剰余金 1,169 2.1 779 1.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 354 0.6 1,038 1.8

Ⅴ 自己株式 ※５ △5 △0.0 △5 △0.0

   資本合計 5,141 9.1 5,456 9.7

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

56,372 100.0 55,998 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 110,391 100.0 114,892 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 100,463 91.0 105,141 91.5

   売上総利益 9,927 9.0 9,750 8.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２

 １ 旅費交通費 511 472

 ２ 貸倒引当金繰入額 128 457

 ３ 従業員給料手当 3,427 3,171

 ４ 従業員賞与 337 655

 ５ 賞与引当金繰入額 551 224

 ６ 退職給付費用 74 473

 ７ 役員退職引当金繰入額 13 46

 ８ 福利厚生費 765 753

 ９ 賃借料 613 573

 10 減価償却費 113 106

 11 その他 1,678 8,214 7.4 1,595 8,529 7.4

   営業利益 1,712 1.6 1,221 1.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 28 42

 ２ 受取配当金 40 33

 ３ 持分法による投資利益 ― 33

 ４ 賃貸料 82 116

 ５ その他 50 202 0.2 45 271 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 554 395

 ２ 手形売却損 81 76

 ３ 持分法による投資損失 24 ―

 ４ その他 60 719 0.7 84 556 0.5

   経常利益 1,194 1.1 935 0.8



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 10 8

 ２ 営業権譲渡益 50 ―

 ３ 投資有価証券売却益 298 50

 ４ 過年度未実現利益修正益 ― 30

 ５ その他 34 393 0.3 ― 89 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※４ 81 18

 ２ 固定資産評価損 259 ―

 ３ 固定資産譲渡損 ※５ 90 ―

 ４ 投資有価証券売却損 0 3

 ５ 特別退職金 60 ―

 ６ 役員退職引当金繰入 88 18

 ７ 投資有価証券評価損 0 0

 ８ 減損損失 ※６ ― 862

 ９ その他 95 678 0.6 105 1,010 0.9

   税金等調整前当期純利益 909 0.8 15 0.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

128 287

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税

― 106

   法人税等調整額 189 317 0.3 △237 155 0.1

   少数株主利益 23 0.0 13 0.0

   当期純利益又は 
   当期純損失（△）

568 0.5 △154 △0.1



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,274 1,278

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 新株引受権の行使による 
   資本剰余金への組入額

4 4 10 10

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,278 1,288

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 584 1,169

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 持分法適用会社増加に 
   よる増加高

44 75

 ２ 当期純利益 568 612 ― 75

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 26 79

 ２ 連結子会社減少による 
   減少高 

― 231

 ３ 当期純損失 ― 26 154 465

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,169 779



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 909 15

   減価償却費 1,351 1,184

   減損損失 ― 862

   連結調整勘定償却額 △14 16

   長期前払費用の償却 108 195

   貸倒引当金の増減額 △278 55

   賞与引当金の増減額 15 9

   退職給付引当金の増減額 △47 89

   その他の引当金の増減額 139 △75

   受取利息及び受取配当金 △69 △76

   支払利息 554 395

   持分法による投資利益 ― △33

   持分法による投資損失 24 ―

   投資有価証券売却損 0 3

   投資有価証券売却益 △298 △50

   投資有価証券評価損 0 0

   固定資産処分損 81 18

   固定資産売却益 △10 △8

   固定資産評価損 259 ―

   ゴルフ会員権評価損 ― 28

   特別退職金 60 ―

   売上債権の増減額 408 △904

   たな卸資産の増減額 △19 185

   仕入債務の増減額 △955 950

   その他 △32 △132

    小計 2,189 2,731

   利息及び配当金の受取額 70 77

   利息の支払額 △609 △433

   法人税等の支払額 △252 △219

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,397 2,156

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △1,278 △321

   有形固定資産の売却による収入 96 613

   投資有価証券の取得による支出 △51 △171

   投資有価証券の売却による収入 944 222

   貸付けによる支出 △41 △1,132

   貸付金の回収による収入 81 436

   連結子会社株式追加取得による支出 △1 ―

   その他 △174 △75

   投資活動によるキャッシュ・フロー △425 △427



 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 △5,855 △2,506

   長期借入れによる収入 8,336 4,080

   長期借入金の返済による支出 △2,889 △3,092

   株式の発行による収入 8 20

   自己株式の取得による支出 △0 △0

   親会社による配当金の支払額 △26 △79

   少数株主への配当金の支払額 △3 △7

   財務活動によるキャッシュ・フロー △431 △1,584

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 540 143

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,222 4,763

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 ― △83

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 4,763 4,823



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数           ６社 

    連結子会社の名称 

     ナラサキスタックス㈱ 

     熊谷海運㈱ 

     ナラサキリース㈱ 

     ナラサキ総合サービス㈱ 

     ナラサキ石油㈱ 

     楢崎造船㈱ 

 

（2）主要な非連結子会社名 

     東京ナラサキレンタル㈱ 

     秋田ナラサキレンタル㈱ 

     青森ナラサキレンタル㈱

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数           ５社 

    連結子会社の名称 

     ナラサキスタックス㈱ 

     ナラサキリース㈱ 

     ナラサキ総合サービス㈱ 

     ナラサキ石油㈱ 

     楢崎造船㈱ 

    熊谷海運㈱は清算結了のため、当連結会計年 

   度より連結の範囲から除外しております。 

（2）主要な非連結子会社名 

     東京ナラサキレンタル㈱ 

     秋田ナラサキレンタル㈱ 

     青森ナラサキレンタル㈱ 

     九州マリン㈱

   連結の範囲から除外した理由

    非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲から除外しております。

   連結の範囲から除外した理由

    非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲から除外しております。

 

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数 ３社

    会社等の名称

    東京ナラサキレンタル㈱

    秋田ナラサキレンタル㈱

    青森ナラサキレンタル㈱

 

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数 ４社

    会社等の名称

    東京ナラサキレンタル㈱

    秋田ナラサキレンタル㈱

    青森ナラサキレンタル㈱

    九州マリン㈱

    非連結子会社九州マリン㈱は、重要性が増し  

   たことにより、当連結会計年度より持分法を適  

   用しております。

 (2) 持分法を適用した関連会社数 ２社

    会社等の名称

    東日本タグボート㈱

 (2) 持分法を適用した関連会社数  ３社

    会社等の名称

    東日本タグボート㈱

    北海道防疫燻蒸㈱

    関連会社北海道防疫燻蒸㈱は、重要性が増した

ことにより、当連結会計年度下期より持分法を適

用しております。

    北海道防疫燻蒸㈱

    ケイナラ㈱

    関連会社ケイナラ㈱は、重要性が増したことに

より、当連結会計年度より持分法を適用しており

ます。

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称

   九州マリン㈱

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称

   楢崎通運㈱

   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益(持

分に見合う額)及び連結剰余金(持分に見合う額)

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用から除外してお

ります。

   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用から除外してお

ります。

３ 連結子会社の事業年度に関する事項

   連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してお

ります。

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

   同左



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

   ａ その他有価証券

     時価のあるもの

      決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定)

     時価のないもの

      移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

   ａ その他有価証券 

     時価のあるもの 

      同左 

 

 

     時価のないもの 

      同左

  ② デリバティブ取引

     時価法

  ② デリバティブ取引

     同左

  ③ たな卸資産

     主として建設機械及び産業機械については個

別法による低価法、船舶については個別法による

原価法、標準電機品については移動平均法による

低価法、その他のたな卸資産については最終仕入

原価法による低価法によっております。

  ③ たな卸資産

     同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

    有形固定資産

     賃貸用固定資産…………主として定額法

     機械装置及び運搬具

       船舶……………………………定額法

       その他…………………………定率法

     その他の有形固定資産……………定率法

    ただし、平成11年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)については定額法によって

おります。

    なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。

賃貸用 
固定資産

２年～48年

建物 ２年～65年

構築物 ２年～50年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

    有形固定資産

     同左

    

    

    無形固定資産…………………………定額法

    ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

    無形固定資産…………………………定額法

     同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

  ② 賞与引当金

     従業員に対して支給する賞与に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

     同左 

 

 

 

  ② 賞与引当金

     同左

  ③ 退職給付引当金

     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度において発生し

ていると認められる額を計上しております。

     なお、会計基準変更時差異(2,307百万円)に

ついては、主として10年による按分額を費用処

理しております。

     過去勤務債務については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)

による按分額を損益処理しております。

     数理計算上の差異については、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による按分額を翌連結会計年

度より費用処理しております。

  ③ 退職給付引当金

     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度において発生し

ていると認められる額を計上しております。

     なお、会計基準変更時差異(2,184百万円)に

ついては、主として10年による按分額を費用処

理しております。

     

 

 

     数理計算上の差異については、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による按分額を翌連結会計年

度より費用処理しております。

  ④ 役員退職引当金

     当社及び連結子会社ナラサキスタックス㈱の

役員について、役員退職慰労金に関する内規に

基づく連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。

     なお連結子会社ナラサキスタックス㈱は、役

員退職金の内規を作成したのを契機に役員退職

引当金を新設し、当連結会計年度分13百万円を

販売費及び一般管理費に計上し、過年度分88百

万円を特別損失に計上しております。このため

前連結会計年度と比較し営業利益は13百万円減

少し、税金等調整前当期純利益は102百万円減

少しております。

  ④ 役員退職引当金

     当社及び連結子会社ナラサキスタックス㈱の

役員について、役員退職慰労金に関する内規に

基づく連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。

     

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

     同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

     繰延ヘッジ処理によっております。

     なお、金利スワップについて特例処理の要件

を満たす場合は特例処理を採用しております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

     同左

     

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ・ヘッジ手段

     デリバティブ取引(為替予約取引及び金利ス

ワップ取引)

    ・ヘッジ対象

     相場変動等が評価に反映されていないもの及

びキャッシュ・フローが固定されその変動が回

避されるもの

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

     同左

  ③ ヘッジ方針

     相場変動に晒されている資産、負債等に係る

リスクを回避する目的のみにデリバティブ取引

を利用する方針をとっております。

  ③ ヘッジ方針

     同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

     ヘッジ開始時から、有効性判定時点までの期

間において、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にし

て判断しております。

     ただし特例処理によっている金利スワップに

ついては有効性の評価を省略しております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

     ヘッジ開始時から、有効性判定時点までの期

間において、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。

     ただし特例処理によっている金利スワップに

ついては有効性の評価を省略しております。

  ⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係る

もの

     多額の借入金等は、取締役会の専決事項であ

りますので、それにともなう先物為替予約の締

結及び金利スワップ契約の締結等は、同時に取

締役会で決定されることとなります。

     通貨関連及び金利関連のデリバティブ取引の

実行管理は、「社内管理規程」の業務分掌に従

い、財務課に集中しております。

     日常業務におけるデリバティブ取引業務の統

制は、財務課内の相互牽制と経理部長の管理の

もとに行われております。

  ⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係る

もの

     同左

 (6) 消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

 (6) 消費税等の会計処理 

    同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

   連結子会社の資産・負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

   同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

   連結調整勘定は、５年間で均等償却しておりま

す。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

   同左

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

   連結剰余金計算書は連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度に確定した利益処分に基づいて作

成しております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

   同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

   手許現金、要求払い預金及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなっております。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

   同左



(会計処理の変更) 

   
(追加情報) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年 8月 9日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第6号）を適用しております。

 これにより営業利益及び経常利益が16百万円増加し、

税金等調整前当期純利益が845百万円減少しておりま

す。

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。

  この結果、販売費及び一般管理費が40百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、40百万円減少しております。

―――――



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりであります。
投資有価証券(株式) 363百万円

投資その他の資産
「その他」(出資金)

1百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりであります。
投資有価証券(株式) 369百万円

投資その他の資産
「その他」(出資金)

1百万円

※２ (1) 借入金等の担保に差し入れている資産
受取手形 1,532百万円

投資有価証券 1,249

建物及び構築物 2,184

機械装置及び運搬具 476

土地 5,952

計 11,395

※２ (1) 借入金等の担保に差し入れている資産
受取手形 894百万円

投資有価証券 1,681

建物及び構築物 1,129

機械装置及び運搬具 419

土地 5,877

計 10,002

     上記のうち工場財団抵当に供している資産
建物及び構築物 414百万円

機械装置及び運搬具 49

土地 291

計 755

    上記のうち工場財団抵当に供している資産
建物及び構築物 381百万円

機械装置及び運搬具 43

土地 216

計 641

     上記担保資産に対応する債務
短期借入金 2,595百万円

一年以内に返済する
長期借入金

1,481

長期借入金 2,597

計 6,674

    上記担保資産に対応する債務
短期借入金 2,285百万円

一年以内に返済する
長期借入金

2,039

長期借入金 7,198

計 11,522

   (2) 取引保証金の代用として差入れている資産

現金及び預金
(定期預金)

174百万円

投資有価証券 18

計 192

  (2) 取引保証金の代用として差入れている資産

現金及び預金
(定期預金)

24百万円

投資有価証券 30

計 54

 

     上記のうち工場財団抵当に対応する債務
短期借入金 250百万円

一年以内に返済する
長期借入金

32

計 282

    上記のうち工場財団抵当に対応する債務
短期借入金 250百万円

一年以内に返済する
長期借入金

35

計 285

※３ 無形固定資産の「その他」には連結調整勘定が12
百万円含まれています。

※３ 固定負債の「その他」には連結調整勘定が11百万
円含まれております。

 

 受取手形割引高及び裏書譲渡高
受取手形割引高 7,010百万円

受取手形割引高          1,134百万円

手形債権流動化に伴う買戻し義務額   683百万円

 

 偶発債務
  (1) 連結会社以外の会社の銀行借入金等に対し債務

保証を行っております。
興部生コン㈱ (関連会社) 30百万円

東配㈱ 21

計 51

偶発債務
 (1) 連結会社以外の会社の銀行借入金等に対し債務
保証を行っております。
興部生コン㈱ (関連会社) 30百万円

東配㈱ (非連結子会社) 9

計 39

 

  (2) リース会社への建設機械売却の一部のものにつ
き、リース会社が行う最終購入者からの代金回収
リスクを保証しております。
売却件数(144件) 1,629百万円

    なお、上記の保証については販売機械が実質的
な担保になっております。

 

 (2) リース会社への建設機械売却の一部のものにつ
き、リース会社が行う最終購入者からの代金回収
リスクを保証しております。
売却件数(132件) 1,580百万円

   なお、上記の保証については販売機械が実質的
な担保になっております。

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式26,498,000株
であります。

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式26,628,000株
であります。

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式28,156
株であります。

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式28,842
株であります。



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 売上原価のうち、賞与引当金繰入額は17百万円、

特別修繕引当金繰入額は14百万円であります。

※１ 売上原価のうち、賞与引当金繰入額は18百万円、

特別修繕引当金繰入額は12百万円であります。

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は39百万円であ

ります。

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は1百万円であ

ります。

 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 9百万円

その他 0

計 10

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 4百万円

土地 2

その他 1

計 8

※４ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 11百万円

機械装置及び運搬具 4

土地 63

その他 1

計 81
 

※４ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 13

その他 2

計 18

 

※５ 固定資産譲渡損の内訳は次のとおりであります。

その他(投資その他の資産) 90百万円

 

―――――

※６ 減損損失

  当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産について減損損失を計上しております。

場所 種類 用途
金額

（百万円）

北海道 
室蘭市

土地 遊休資産 80

北海道 
茅部郡 
鹿部町

土地 遊休資産 1

北海道 
江別市

土地 遊休資産 2

北海道 
札幌市

土地 事業用資産 29

千葉県 
八街市

土地 賃貸資産 716

その他
主に 

賃貸資産
賃貸資産 34

計 862

  当社グループは、主に全社資産、Ｓ／Ｓ資産、

一般資産及び投資の決定単位並びに継続的な営

業損益を判定する管理単位の事業部門に属する

資産の区分を基準に資産のグルーピングを行っ

ております。

  ただし、一般資産についてはそれぞれの個別物

件を単位としてグルーピングを行っておりま

す。

  上記の資産は遊休・賃貸状態にあり時価の著

しい下落が認められたため、各々の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額862百万

円を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。

  なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、売却契約締結済の資産

については売却契約額により、その他の資産に

ついては金額の重要性が乏しいため、固定資産

税評価額等により評価しております。



  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 4,801百万円

預入期間が 
３か月を超える定期預金

△37

現金及び現金同等物 4,763
 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 4,861百万円

預入期間が
３か月を超える定期預金

△37

現金及び現金同等物 4,823



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

1 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額
賃貸用 
固定 
資産 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 
(百万円)

その他 
(器具 
備品) 
(百万円)

その他 
(無形固 
定資産) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

373 749 562 6 1,691

減価償却 
累計額 
相当額

319 461 464 4 1,249

期末残高 
相当額

53 287 98 2 442

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相

当額
賃貸用
固定 
資産 
(百万円)

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

その他
(器具 
備品) 
(百万円)

その他 
(無形固 
定資産) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

189 718 448 6 1,363

減価償却
累計額 
相当額

153 367 248 5 775

期末残高
相当額

35 351 199 1 587

 

  ② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年以内 154百万円

１年超 287

合計 442

    

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

 

  ② 未経過リース料期末残高相当額等

   未経過リース料期末残高相当額

１年以内 179百万円

１年超 408

合計 587

     

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 283百万円

減価償却費相当額 283

  ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

    減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 193百万円

減価償却費相当額 193

  ④ 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

          ―――――

 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

2 オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

（借主側）

１年以内 79百万円

１年超 164

合計 244

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありません。。



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価

格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースで

の各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  非上場株式         278百万円 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 株式 1,287 2,011 723

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 1,287 2,011 723

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 株式 465 341 △124

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 465 341 △124

合計 1,753 2,352 599

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

638 298 0



次へ 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価

格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースで

の各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  非上場株式         284百万円 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 株式 1,181 3,042 1,861

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 1,181 3,042 1,861

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 株式 456 357 △99

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 456 357 △99

合計 1,638 3,400 1,761

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

139 50 3



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

① 取引の内容及び利用目的等

  主として当社は、変動金利の借入金の調達資金を通

常３年から５年の固定金利の資金調達に換えるため、

金利スワップ取引を行っております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っており、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を

採用しています。

 (1) ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

   金利スワップ 借入金の利息

   為替予約   外貨建仕入債務

 (2) ヘッジ方針

   主として当社は、借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っております。

 (3) ヘッジの有効性評価の方法

   ヘッジ開始時から、有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象のキャッシュ・フローの累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを比

較し、両者の変動額等を基礎にして判断しておりま

す。

   ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては有効性の評価を省略しております。

① 取引の内容及び利用目的等

   同左

  

 (1) ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

 

 (2) ヘッジ方針

   同左

 (3) ヘッジの有効性評価の方法

   ヘッジ開始時から、有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計と

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。

   ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては有効性の評価を省略しております。

   

② 取引に対する取り組み方針

  当社では、相場変動に晒されている資産、負債等に

係るリスクを回避する目的にのみ、デリバティブ取引

を利用する方針をとっています。

② 取引に対する取り組み方針

   同左

③ 取引に係るリスクの内容

  金利関連における金利スワップ取引においては、市

場金利の変動によるリスクを有しております。

  当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い金融機関であり、相手先の契約不履行による

いわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しており

ます。

③ 取引に係るリスクの内容

   同左

④ 取引に係るリスク管理体制

  社債の発行、多額の借入金等は、取締役会の専決事

項でありますので、それにともなう金利スワップ契約

の締結等は、同時に取締役会で決定されることとなり

ます。

  通貨関連及び金利関連のデリバティブ取引の実行管

理は、「社内管理規程」の業務分掌に従い、財務課に

集中しております。

  日常業務におけるデリバティブ業務の統制は、財務

課内の相互牽制と経理部長の管理のもとに行われてお

ります。

④ 取引に係るリスク管理体制

   同左

 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引契約を締結しておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対

象から除いております。 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引契約及び為替予約取引契約を締結しておりますが、ヘッジ会計を適用し

ているため、開示の対象から除いております。 

  



次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 3,609百万円

ロ 年金資産 1,102

ハ 未積立退職給付債務(イ－ロ) 2,506

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 1,124

ホ 未認識数理計算上の差異 454

ヘ 未認識過去勤務債務 ―

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ－ニ－ホ－ヘ)

926

チ 前払年金費用 ―

リ 退職給付引当金(ト－チ) 926

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 3,836百万円

ロ 年金資産 1,525

ハ 未積立退職給付債務(イ－ロ) 2,310

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 907

ホ 未認識数理計算上の差異 387

ヘ 未認識過去勤務債務 ―

ト 連結貸借対照表計上額純額
 (ハ－ニ－ホ－ヘ)

1,016

チ 前払年金費用 ―

リ 退職給付引当金(ト－チ) 1,016

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 206百万円

ロ 利息費用 69

ハ 期待運用収益 △20

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 217

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 81

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △146

ト 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

408

  なお、簡便法を採用している連結子会社の会計基準

変更時差異の償却額は「ニ 会計基準変更時差異の費

用処理額」に、その他の退職給付費用は「イ 勤務費

用」に含めております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 211百万円

ロ 利息費用 67

ハ 期待運用収益 △22

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 217

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 73

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 ―

ト 退職給付費用
 (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

547

  なお、簡便法を採用している連結子会社の会計基準

変更時差異の償却額は「ニ 会計基準変更時差異の費

用処理額」に、その他の退職給付費用は「イ 勤務費

用」に含めております。

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 2.5％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

  (発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により翌年度から費用処理しておりま

す。)

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 10年

ヘ 過去勤務債務の処理年数 ３年

  (発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により翌年度から損益処理しておりま

す。)

(注) 連結子会社楢崎造船㈱の会計基準変更時差異の処

理年数については15年で行なっております。

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として1.5％

ハ 期待運用収益率 2.5％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

  (発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により翌年度から費用処理しておりま

す。)

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 10年

  

(注) 連結子会社楢崎造船㈱の会計基準変更時差異の処

理年数については15年で行なっております。



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳

  (繰延税金資産)             百万円

 貸倒引当金 435

 賞与引当金 91

 退職給付引当金 324

 固定資産等の未実現利益 87

 投資有価証券評価損等 492

 その他有価証券評価差額金 48

 その他 184

 繰延税金資産合計 1,665

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳

  (繰延税金資産)             百万円

 貸倒引当金 396

 賞与引当金 107

 退職給付引当金 366

 固定資産等の未実現利益 104

 投資有価証券評価損等 446

 その他有価証券評価差額金 39

 減損損失 311

 繰越欠損金 25

 その他 144

 繰延税金資産小計 1,940

 評価性引当額 △59

 繰延税金資産合計 1,881 

  (繰延税金負債)

 固定資産圧縮積立金 △25

 その他有価証券評価差額金 △280

 その他 △9

 繰延税金負債合計 △315

繰延税金資産純額 1,349

  (繰延税金負債)

 固定資産圧縮積立金 △21

 その他有価証券評価差額金 △736

 その他 △5

 繰延税金負債合計 △763

繰延税金資産純額 1,118

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因

 法定実効税率 39.5％

 (調整)

 交際費等永久に損金に算入
 されない項目

7.8％

 受取配当金等永久に益金に算入
 されない項目

△1.8

 住民税均等割等 2.9

 税務上の繰越欠損金の利用 △13.4

 その他 0.0

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.0
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因

 法定実効税率 39.5％

 (調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

427.5％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△87.6

 住民税均等割等 168.8

 過年度法人税等 693.6

 過年度更正分認容額 △627.6

 評価性引当額 386.4

 その他 19.0

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 1,019.6



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

項目
機械・設備 
関連事業 
(百万円)

資材・燃料
関連事業 
(百万円)

海運関連
事業 
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

35,381 56,997 18,011 110,391 ― 110,391

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

412 87 29 529 (529) ―

計 35,794 57,085 18,041 110,921 (529) 110,391

営業費用 33,738 56,083 17,604 107,426 1,251 108,678

営業利益 2,055 1,002 436 3,494 (1,781) 1,712

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 19,594 10,438 13,968 44,000 12,371 56,372

減価償却費 928 81 324 1,334 17 1,351

資本的支出 645 13 51 710 31 742



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、販売方法及び商品・事業の類似性等により区分しております。 

２ 各事業の主な取扱い商品・事業内容等 

(1) 機械・設備関連事業 

(電気機械・設備) モーター、制御機器、重電機器、冷暖房装置、ロボット、コンピュータ、昇降機 

(産業機械・設備) 冷菓飲料設備、工場関連設備、省力物流設備、穀類貯蔵設備、農産物加工設備 

(建設機械・設備) 道路舗装及び補修機械、杭打機械、コンクリートポンプ車、クレーン、バッチャープ

ラント 

(船舶)      貨物船、漁業実習船、引き船兼交通船、クレーン台船 

(2) 資材・燃料関連事業 

セメント、生コンクリート、コンクリートパイル、ALC板、石油類、プロパンガス、アスファルト 

(3) 海運関連事業 

海運業、通関業、港湾運送業、倉庫業、貨物自動車運送事業 

３ 前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,782百万

円であり、親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,819百万

円であり、親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 前連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は14,778百万円であり、そ

の主なものは、親会社本社の余資運用資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等

であります。 

当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は13,791百万円であり、そ

の主なものは、親会社本社の余資運用資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等

であります。 

５   固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す 

 る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

 これにより機械・設備関連事業において営業利益が16百万円増加しております。 

  

項目
機械・設備 
関連事業 
(百万円)

資材・燃料
関連事業 
(百万円)

海運関連
事業 
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

36,238 61,490 17,162 114,892 ― 114,892

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

431 101 57 590 (590) ―

計 36,669 61,592 17,220 115,482 (590) 114,892

営業費用 35,026 60,494 16,924 112,444 1,226 113,671

営業利益 1,643 1,098 296 3,037 (1,816) 1,221

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出

資産 18,328 12,688 12,067 43,084 12,914 55,998

減価償却費 784 67 311 1,164 20 1,184

減損損失 103 30 ― 134 728 862

資本的支出 552 23 94 671 35 706



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、在外連結子会社及び重要な在外支店がないため該当

事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ １株当たり純資産額 194.24円 １ １株当たり純資産額 205.12円

２ １株当たり当期純利益 21.50円 ２ １株当たり当期純損失 5.81円

 潜在株式調整後１株当たり 

 当期純利益
21.48円

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に 

  ついては、１株当たり当期純損失であるため記載 

  しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純損失の算定上の基礎

 連結損益計算書上の当期純利益 568百万円  連結損益計算書上の当期純損失 154百万円

 普通株式に係る当期純利益 568百万円  普通株式に係る当期純損失 154百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。   該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 

 

26,425,601株 普通株式の期中平均株式数 

 

26,583,660株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

当期純利益調整額             ―百万円 

普通株式増加数              25,918株 

(うち旧商法第280条ノ19の規定に 

基づく新株引受権）           (25,918株) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定の基礎に含まれなかった潜在株式の概

要 

  該当事項はありません。

                    

                   ―――――



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

ナラサキ 
スタックス㈱

第１回無担保 
普通社債

平成12. 
９.25

200 200 2.07 無担保
平成19.
９.25

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― 200 ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 8,978 6,472 1.523 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,905 2,976 1.949 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

9,413 10,329 1.949
平成22年11月30日から
平成29年9月30日

合計 21,297 19,778 ― ―

区分
１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 5,122 2,135 1,679 633



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 1,929 2,403

 ２ 受取手形 ※1,3 6,089 6,745

 ３ 売掛金 ※３ 15,961 16,443

 ４ 商品 738 585

 ５ 前渡金 753 936

 ６ 前払費用 81 114

 ７ 繰延税金資産 341 570

 ８ 短期貸付金 18 683

 ９ 関係会社短期貸付金 1,819 256

 10 未収入金 75 17

 11 その他 138 124

   貸倒引当金 △712 △573

   流動資産合計 27,233 72.6 28,309 73.1

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※１ 732 788

    減価償却累計額 313 419 330 457

  ２ 構築物 564 574

    減価償却累計額 395 169 405 168

  ３ 機械及び装置 920 440

    減価償却累計額 191 729 206 233

  ４ 車両及び運搬具 36 25

    減価償却累計額 27 9 21 3

  ５ 器具及び備品 92 78

    減価償却累計額 76 15 62 15

  ６ 土地 ※１ 3,160 3,247

   有形固定資産合計 4,502 12.0 4,127 10.7

 (2) 無形固定資産

  １ 電話加入権 16 16

  ２ ソフトウェア 42 28

   無形固定資産合計 59 0.2 44 0.1



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 2,198 3,189

  ２ 関係会社株式 ※１ 948 978

  ３ 出資金 9 9

  ４ 関係会社出資金 1 1

  ５ 従業員長期貸付金 7 2

  ６ 関係会社長期貸付金 749 772

  ７ 破産債権・更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権

769 712

  ８ 長期前払費用 37 49

  ９ 差入保証金 606 587

  10 繰延税金資産 752 368

  11 その他 258 139

    貸倒引当金 △643 △555

   投資その他の資産合計 5,696 15.2 6,257 16.1

   固定資産合計 10,258 27.4 10,429 26.9

   資産合計 37,492 100.0 38,738 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※３ 7,020 7,597

 ２ 買掛金 ※３ 13,055 13,353

 ３ 短期借入金 ※１ 3,925 2,200

 ４ 一年以内に返済する 
   長期借入金

※１ 1,138 1,568

 ５ 未払金 153 66

 ６ 未払費用 140 141

 ７ 未払法人税等 4 52

 ８ 未払消費税等 ― 100

 ９ 前受金 171 697

 10 預り金 18 26

 11 前受収益 11 12

 12 賞与引当金 151 170

 13 その他 87 70

   流動負債合計 25,877 69.0 26,058 67.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 6,510 7,212

 ２ 退職給付引当金 527 570

 ３ 役員退職引当金 151 142

 ４ その他 275 323

   固定負債合計 7,464 19.9 8,249 21.3

   負債合計 33,341 88.9 34,308 88.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 2,344 6.3 2,354 6.1

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 609 619

 ２ その他資本剰余金

  (1) 資本準備金減少差益 668 668 668 668

   資本剰余金合計 1,278 3.4 1,288 3.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益又は 
   当期未処理損失（△）

248 △125

   利益剰余金合計 248 0.7 △125 △0.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 285 0.8 918 2.3

Ⅴ 自己株式 ※４ △5 △0.0 △5 △0.0

   資本合計 4,151 11.1 4,430 11.4

   負債資本合計 37,492 100.0 38,738 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 85,464 100.0 90,901 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 637 738

 ２ 当期商品仕入高 79,952 85,037

    合計 80,590 85,775

 ３ 商品期末たな卸高 738 79,852 93.4 585 85,190 93.7

   売上総利益 5,612 6.6 5,711 6.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４

 １ 旅費交通費 376 351

 ２ 通信費 69 71

 ３ 広告宣伝費 49 30

 ４ 交際費 81 75

 ５ 貸倒引当金繰入額 75 407

 ６ 役員報酬 125 162

 ７ 従業員給料手当 1,813 1,776

 ８ 従業員賞与 350 362

 ９ 賞与引当金繰入額 151 170

 10 退職金 10 43

 11 退職給付費用 257 391

 12 役員退職引当金繰入額 37 34

 13 福利厚生費 425 430

 14 賃借料 321 300

 15 事務用消耗品費 55 54

 16 光熱水道料 89 85

 17 租税公課 63 65

 18 減価償却費 21 26

 19 その他 249 4,626 5.4 261 5,104 5.6

   営業利益 986 1.2 606 0.7



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 35 49

 ２ 受取配当金 ※１ 50 74

 ３ 賃貸料 ※１ 73 103

 ４ その他 ※１ 17 176 0.2 18 245 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 368 237

 ２ 手形売却損 79 76

 ３ その他 58 506 0.6 77 391 0.4

   経常利益 656 0.8 460 0.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 9 0

 ２ 投資有価証券売却益 276 50

 ３ その他 ― 285 0.3 0 51 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※３ 320 16

 ２ 投資有価証券評価損 0 ―

 ３ 固定資産譲渡損 ※５ 90 ―

 ４ 金利スワップ評価損 53 ―

 ５ 減損損失 ※６ ― 728

 ６ その他 ― 465 0.5 149 894 1.0

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失（△）

476 0.6 △383 △0.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

52 74

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税

― 95

   法人税等調整額 196 248 0.3 △258 △88 △0.1

   当期純利益又は 
   当期純損失（△）

227 0.3 △295 △0.3

   前期繰越利益 21 169

   当期未処分利益又は 
   当期未処理損失（△）

248 △125



③ 【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

 利益処分計算書                損失処理計算書 

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度 
(平成17年６月29日)

当事業年度 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 248 Ⅰ 当期未処理損失 125

Ⅱ 利益処分額 Ⅱ 損失処理額 ―

 １ 配当金 79 79 Ⅲ 次期繰越損失 125

Ⅲ 次期繰越利益 169



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

 ……移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

 ……期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

 時価のないもの

  ……移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式 

  同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  同左 

 

 

 

 時価のないもの 

  同左

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法

デリバティブ取引 

  時価法

デリバティブ取引 

  同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

建設機械、産業機械、建設資材 

 ……個別法による低価法 

標準電機品 

 ……移動平均法による低価法 

石油製品 

 ……最終仕入原価法による低価法

建設機械、産業機械、建設資材 

  同左 

標準電機品 

  同左 

石油製品 

  同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産………………定率法

  ただし、平成11年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)及

び賃貸用機械装置については、定額

法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物   ３年～65年

  構築物  ３年～45年

(1) 有形固定資産………………定率法

  ただし、平成11年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)及

び賃貸用機械装置については、定額

法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物   ３年～65年

  構築物  ２年～45年

(2) 無形固定資産………………定額法

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

(2) 無形固定資産………………定額法

   同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可

能性を検討し回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金 

   同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与に充

てるため、支給見込額に基づき計上

しております。

(2) 賞与引当金

   同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付の支払に備える

ため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。

  なお、会計基準変更時差異(1,620

百万円)については、10年による按

分額を費用処理しております。

  過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(３年)による按分額

を損益処理することとしておりま

す。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付の支払に備える

ため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。

  なお、会計基準変更時差異(1,620

百万円)については、10年による按

分額を費用処理しております。



 

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による按分額を発生の翌事業年度よ

り費用処理することとしておりま

す。

  数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による按分額を発生の翌事業年度よ

り費用処理することとしておりま

す。

(4) 役員退職引当金

  役員の退職慰労金の支払に備える

ため、役員退職慰労金に関する内規

に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(4) 役員退職引当金 

   同左

６ 収益及び費用の計上基準  機械及び工事を伴う設備等

  …………………………検収基準

 その他の商品……………出荷基準

 機械及び工事を伴う設備等 

            同左 

 その他の商品     同左

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

  同左

８ ヘッジ会計の方法  ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方

法

    繰延ヘッジ処理によっており

ます。

    なお、金利スワップについて

特例処理の要件を満たす場合は

特例処理を採用しております。

 ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方

法

    同左

    

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ・ヘッジ手段

     デリバティブ取引(為替予

約取引及び金利スワップ取

引)

   ・ヘッジ対象

     相場変動等が評価に反映さ

れていないもの及びキャッ

シュ・フローが固定されそ

の変動が回避されるもの

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

 ③ ヘッジ方針

    相場変動に晒されている資

産、負債等に係るリスクを回避

する目的のみにデリバティブ取

引を利用する方針をとっており

ます。

 ③ ヘッジ方針

    同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

    ヘッジ開始時から、有効性判

定時点までの期間において、ヘ

ッジ対象のキャッシュ・フロー

の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フローの累計とを比較し、

両者の変動額を基礎にして判断

しております。

    ただし特例処理によっている

金利スワップについては有効性

の評価を省略しております。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

    ヘッジ開始時から、有効性判

定時点までの期間において、ヘ

ッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計とを

比較し、両者の変動額を基礎に

して判断しております。

    ただし特例処理によっている

金利スワップについては有効性

の評価を省略しております。



項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ⑤ その他リスク管理方法のうちヘ

ッジ会計に係るもの

    多額の借入金等は、取締役会

の専決事項でありますので、そ

れにともなう先物為替予約の締

結及び金利スワップ契約の締結

等は同時に取締役会で決定され

ることになります。

 ⑤ その他リスク管理方法のうちヘ

ッジ会計に係るもの

    同左

    通貨関連及び金利関連のデリ

バティブ取引の実行管理は、

「社内管理規程」の業務分掌に

従い、財務課に集中しておりま

す。

    日常業務におけるデリバティ

ブ取引及び取引業務の統制は財

務課内の相互牽制と経理部長の

管理のもとに行われておりま

す。

９ その他  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理

    同左



(会計処理の変更) 

  

 
  

(追加情報) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年 8月 9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

6号）を適用しております。

これにより税引前当期純利益が728百万円減少しており

ます。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しておりま

す。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が19百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ19百

万円減少しております。

―――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

※１ (1) 借入金等の担保に差入れている資産

受取手形 749百万円

投資有価証券 1,249

土地 1,493

建物 93

計 3,586

     上記担保資産に対応する債務

短期借入金 385百万円

一年以内に返済
する長期借入金

406

長期借入金 227

計 1,018

 

※１ (1) 借入金等の担保に差入れている資産

受取手形 325百万円

投資有価証券 1,681

土地 1,493

建物 86

計 3,586

     上記担保資産に対応する債務

短期借入金 825百万円

一年以内に返済
する長期借入金

1,239

長期借入金 4,420

計 6,484

   (2) 取引保証金の代用として差入れている資産

現金及び預金(定期預金) 174百万円

投資有価証券 18

関係会社株式 64

計 257

   (2) 取引保証金の代用として差入れている資産

現金及び預金(定期預金) 24百万円

投資有価証券 30

関係会社株式 66

計 120

 
※２ 授権株式総数  普通株式 60,000千株

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずることと

なっております。

発行済株式総数  普通株式 26,498千株

 
※２ 授権株式総数  普通株式 60,000千株

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずることと

なっております。

発行済株式総数  普通株式 26,628千株

※３ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 278百万円

売掛金 1,653

支払手形 128

買掛金 169

※３ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 588百万円

売掛金 1,727

支払手形 146

買掛金 194

※４ 自己株式の保有数

普通株式 28,156株

※４ 自己株式の保有数

普通株式 28,842株

 

 偶発債務

 (1) 下記の会社の銀行借入金等に対し、保証を行って

おります。

ナラサキ 
総合サービス㈱

(関係会社) 192百万円

ナラサキリース㈱   (〃) 164

ナラサキ石油㈱   (〃) 350

楢崎造船㈱   (〃) 593

興部生コン㈱   (〃) 30

計 1,329

 

 偶発債務

 (1) 下記の会社の銀行借入金等に対し、保証を行って

おります。

ナラサキリース㈱ (関係会社) 137百万円

楢崎造船㈱ (〃) 502

興部生コン㈱ (〃) 30

計 669



 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

 (2) リース会社への建設機械売却の一部のものにつ

き、リース会社が行う最終購入者からの代金回収リ

スクを保証しております。

売却件数(144件) 1,629百万円

   なお、上記の保証については販売機械が実質的な

担保になっております。

 

 (2) リース会社への建設機械売却の一部のものにつ

き、リース会社が行う最終購入者からの代金回収リ

スクを保証しております。

売却件数(132件) 1,580百万円

   なお、上記の保証については販売機械が実質的な

担保になっております。

 

 受取手形割引高

受取手形割引高 6,862百万円

(うち関係会社分 99)

 受取手形割引高             1,081百万円

    

 手形債権流動化に伴う買戻し義務額    683百万円

 

 欠損填補

 平成14年６月27日開催の定時株主総会において、下

記の欠損填補を行っております。

資本準備金 205百万円
利益準備金 406

計 611

 配当制限

 有価証券の時価評価により、純資産額が285百万円

増加しております。

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。

―――――

 
 
 

 配当制限

 有価証券の時価評価により、純資産額が918百万円

増加しております。

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。



(損益計算書関係) 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のうち関係会社分は次のとおりであり

ます。

受取利息 17百万円

受取配当金 17

賃貸料 110

その他 6

計 151

※１ 営業外収益のうち関係会社分は次のとおりであり

ます。

受取利息 17百万円

受取配当金 47

賃貸料 21

その他 3

計 90

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 9百万円

車両及び運搬具 0

計 9

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 0百万円

車両及び運搬具 0

計 0

※３ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物 3百万円

構築物 0

機械及び装置 0

車両及び運搬具 0

器具及び備品 0

土地 315

計 320
 

※３ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物 1百万円

構築物 0

機械及び装置 12

車両及び運搬具 0

器具及び備品 0

計 16

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、39百万円で

あります。

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、1百万円で

あります。

※５ 固定資産譲渡損の内訳は次のとおりであります。

その他(投資その他の資産) 90百万円

―――――

 

※６ 減損損失

   当事業年度において、以下の資産について減損損

失を計上しております。

場所 種類 用途
金額

（百万円）

北海道 
室蘭市

土地 遊休資産 4

北海道 
茅部郡 
鹿部町

土地 遊休資産 1

千葉県 
八街市

土地 賃貸資産 716

千葉県 
八街市

構築物 賃貸資産 6

計 728

 当社は、主に全社資産、Ｓ／Ｓ資産、一般資産及び

投資の意思決定単位並びに継続的な営業損益を判定す

る管理単位の事業部門に属する資産の区分を基準に資

産のグルーピングを行っております。

 ただし、一般資産についてはそれぞれの個別物件を

単位としてグルーピングを行っております。

 上記の遊休資産及び賃貸資産は時価の著しい下落が

認められたため、各々の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額728百万円を減損損失として特別

損失に計上しております。

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、売却契約締結済の資産については売

却契約額により、その他の資産については金額の重要

性が乏しいため、固定資産税評価額等により評価して

おります。



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

1 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

器具及び備品

取得価額 
相当額

263百万円

減価償却 
累計額相当額

242

期末残高 
相当額

21

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

機械装置 器具及び備品 合計

（百万円） （百万円） （百万円）

取得価額
相当額

65 275 340

減価償却
累計額相当額

6 131 137

期末残高
相当額

59 143 203

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 11百万円

１年超 10

合計 21

   なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定しております。

 

② 未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

１年内 46百万円

１年超 156

合計 203

  なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 39百万円

減価償却費相当額 39

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

 減価償却費相当額及び減損損失  

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 33

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

―――――

 

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

2 オペレーティング・リース取引
（借主側）
 未経過リース料

１年内 79百万円

１年超 164

合計 244

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありません。



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日)及び当事業年度(平成18年３月31日)において、子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳

  (繰延税金資産)

   貸倒引当金 394百万円

   賞与引当金 59

   投資有価証券評価損 487

   ゴルフ会員権評価損 32

   退職給付引当金 211

   役員退職引当金 59

   その他有価証券評価差額金 48

   その他 35

   繰延税金資産合計 1,329

  (繰延税金負債)

   その他有価証券評価差額金 △234

   繰延税金負債合計 △234

  繰延税金資産純額 1,094

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因

   法定実効税率 39.5％

   (調整)

   交際費等永久に損金に算入
   されない項目

9.0％

   受取配当金等永久に益金に
   算入されない項目

△1.3

   住民税均等割等 4.0

   その他 1.0

   税効果会計適用後の法人税等
   の負担率

52.2

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳

  (繰延税金資産)

   貸倒引当金 377百万円

   賞与引当金 75

   投資有価証券評価損 441

   ゴルフ会員権評価損 29

   退職給付引当金 225

   役員退職引当金 56

   減損損失 287

   その他有価証券評価差額金 39

   その他 68

   繰延税金資産小計 1,600

   評価性引当額 △22

   繰延税金資産合計 1,578

  (繰延税金負債)

   その他有価証券評価差額金 △639

   繰延税金負債合計 △639

  繰延税金資産純額 939

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因

  税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略

しております。



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 156.82円 １株当たり純資産額 166.57円

１株当たり当期純利益 8.61円 １株当たり当期純損失 11.10円

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益

8.60円
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

 損益計算書上の当期純利益 227百万円  損益計算書上の当期純損失 295百万円

 普通株式に係る当期純利益 227百万円  普通株式に係る当期純損失 295百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。   該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数       26,425,601株 普通株式の期中平均株式数       26,583,660株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

当期純利益調整額             ―百万円 

普通株式増加数              25,918株 

(うち旧商法第280条ノ19の規定に 

基づく新株引受権）           (25,918株) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定の基礎に含まれなかった潜在株式の概

要 

  該当事項はありません。

―――――



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
(注) ㈱三菱UFJフィナンシャル・グループは、平成17年10月1日付をもって㈱三菱東京フィナンシャル・グループ 

と㈱UFJホールディングスとが合併し、発足したものであります。 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券）

(その他有価証券）

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 470 846

三菱電機㈱ 638,000 637

㈱札幌北洋ホールディングス 301 400

住友大阪セメント㈱ 701,000 300

㈱みちのく銀行 350,000 194

新日本石油㈱ 104,577 96

酒井重工業㈱ 240,000 91

㈱ユニコ・コーポレーション 74,500 66

㈱ほくほくフィナンシャル・グループ 114,400 59

極東開発工業㈱ 52,500 53

その他(52銘柄) 1,320,991 444

計 3,596,739 3,189



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 無形固定資産については資産総額の１％に満たないので、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しました。 

２ 機械及び装置の減少は、主にダイヤモンドリース㈱への売却(355百万円)及びダイヤモンドオートリース㈱

への売却(61百万円)よるものであります。 

３ 土地の当期増加額の主なものは、熊谷海運㈱より貸付金の弁済として受け入れた賃貸倉庫用地796百万円で

あります。                          

４ 当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。                  

   

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 732 69 13 788 330 27 457

 構築物 564 26
17 
(6)

574 405 20 168

 機械及び装置 920 144 624 440 206 188 233

 車両及び運搬具 36 ― 11 25 21 1 3

 器具及び備品 92 4 18 78 62 3 15

 土地 3,160 808
721 
(721)

3,247 ― ― 3,247

有形固定資産計 5,507 1,053
1,407 
(727)

5,154 1,027 242 4,127

無形固定資産

 電話加入権 ― ― ― 16 ― ― 16

 ソフトウェア ― ― ― 369 341 18 28

無形固定資産計 ― ― ― 386 341 18 44

長期前払費用 250 46 ― 296 246 34 49

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額は、新株引受権の権利行使によるもの(普通株式130,000株、資本金10百万円、資本準備金10百 

万円)であります。 

２ 当期末における自己株式は28,842株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、洗替による戻入額231百万円及び回収による戻入額1百万円であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 2,344 10 ― 2,354

資本金のうち 
既発行株式

普通株式(注)１、２ (株) (26,498,000) (130,000) (―) (26,628,000)

普通株式(注)１ (百万円) 2,344 10 ― 2,354

計 (株) (26,498,000) (130,000) (―) (26,628,000)

計 (百万円) 2,344 10 ― 2,354

資本準備金及び 
その他資本剰余金

(資本準備金)
株式払込剰余金

(注)１
(百万円) 609 10 ― 619

(その他資本剰余金) 
資本準備金減少差益

(百万円) 668 ― ― 668

計 (百万円) 1,278 10 ― 1,288

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) ― ― ― ―

(任意積立金) (百万円) ― ― ― ―

計 (百万円) ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 1,356 641 635 233 1,128

賞与引当金 151 170 151 ― 170

役員退職引当金 151 34 43 ― 142



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 現金及び預金 

  

 
  

(b) 受取手形 

(ア)相手先別内訳 

  

 
  

(イ)期日別内訳 

  

 
  

種類 金額(百万円)

現金 118

預金

当座預金及び通知預金 2,155

普通預金 69

定期預金 60

その他の預金 0

小計 2,284

計 2,403

相手先 金額(百万円)

ナラサキ総合サービス㈱ 289

山機生コン㈱ 121

三光設備㈱ 99

楢崎造船㈱ 97

㈲創和建設 92

その他 6,046

計 6,745

期日
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月以降 計

受取手形 
(百万円)

915 1,107 1,115 1,558 516 137 74 1,319 6,745



(c) 売掛金 

(ア)相手先別内訳 
  

 
  

(イ)回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

(d) 商品 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

ナラサキ石油㈱ 1,179

全国農業協同組合連合会 1,033

㈱大林組 530

鈴鹿富士ゼロックス㈱ 381

ナラサキリース㈱ 375

その他 12,943

計 16,443

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
(Ａ)＋(Ｂ)

 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

×365
２
(Ｂ)

15,961 99,220 98,741 16,443 85.7 59.6

区分 金額(百万円)

電気機械 300

産業機械 76

建設機械 81

セメント及び建設資材 101

燃料 24

計 585



(e) 関係会社短期貸付金及び関係会社長期貸付金 

(ア)関係会社短期貸付金 
  

 
  

(イ)関係会社長期貸付金 
  

 
  

(f) 支払手形 

(ア)相手先別内訳 
  

 
  

(イ)期日別内訳 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

ナラサキ総合サービス㈱ 256

計 256

相手先 金額(百万円)

ナラサキ総合サービス㈱ 772

計 772

相手先 金額(百万円)

極東開発工業㈱ 507

東京ファブリック工業㈱ 366

ホクレン農業協同組合連合会 268

ヒロセ㈱ 251

北海道札幌中央道税事務所 235

その他 5,968

計 7,597

期日
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月以降 計

金額(百万円) 2,408 2,568 1,374 1,013 186 45 7,597



(g) 買掛金 

  

 
  

(h) 短期借入金 

  

 
(注) 三菱UFJ信託銀行㈱は、平成17年10月１日付をもって三菱信託銀行㈱とUFJ信託銀行㈱とが合併し、発足 

したものであります。 

  

相手先 金額(百万円)

三菱電機㈱ 2,347

新日本石油㈱ 1,891

日鐵セメント㈱ 526

三菱電機住環境システムズ㈱ 380

極東開発工業㈱ 352

その他 7,854

計 13,353

借入先 金額(百万円) 使途 最終返済期限 担保

㈱北海道銀行 440 運転資金 平成18年５月 ―

㈱みずほ銀行 340 〃 平成18年９月 ―

㈱札幌銀行 295 〃 平成18年８月 ―

農林中央金庫 275 〃 平成18年６月 投資有価証券

㈱北洋銀行 250 〃 平成18年４月 建物・土地

㈱常陽銀行 170 〃 平成18年８月 ―

三菱UFJ信託銀行㈱ 160 〃 平成19年３月
投資有価証券・建物・土
地

中央三井信託銀行㈱ 140 〃 平成18年６月 投資有価証券

北海道信用農業協同組合連合会 130 〃 平成18年10月 ―

計 2,200



(i) 長期借入金 

  

 
(注) １ 三菱UFJ信託銀行㈱は、平成17年10月１日付をもって三菱信託銀行㈱とUFJ信託銀行㈱とが合併し、 

発足したものであります。 

   ２ ㈱三菱東京UFJ銀行は、平成18年１月１日付をもって㈱東京三菱銀行と㈱UFJ銀行とが合併し、発足 

したものであります。 

  

借入先 金額(百万円) 使途 最終返済期限 担保

三菱UFJ信託銀行㈱ 2,535 長期運転資金 平成26年２月
投資有価証券・建物・土
地

㈱北洋銀行 1,710 〃 平成23年２月 建物・土地

㈱三菱東京UFJ銀行 1,158 〃 平成23年３月 商業手形・投資有価証券

中央三井信託銀行㈱ 511 〃 平成21年10月 投資有価証券

㈱北海道銀行 366 〃 平成22年２月 ―

農林中央金庫 216 〃 平成21年10月 投資有価証券

㈱みずほ銀行 210 〃 平成22年９月 ―

㈱常陽銀行 142 〃 平成21年10月 ―

北海道信用農業協同組合連合会 142 〃 平成21年10月 ―

㈱あおぞら銀行 90 〃 平成21年10月 ―

ダイヤモンドリース㈱ 90 〃 平成21年10月 ―

㈱札幌銀行 42 〃 平成21年10月 ―

計 7,212



(3) 【その他】 

① 決算日後の状況 

該当事項はありません。 

  

② 重要な訴訟事件等 

現在係争中の重要な訴訟案件は、(イ)当社を原告とする保証債務履行請求事件(211百万円)、 

(ロ)当社を被告とする求償金請求事件(206百万円)の２件で、訴訟の概要は次のとおりであります。 

  

(イ) 当社を請負者とする工事請負契約において、発注者が民事再生手続開始申立をなしたこと 

  から、当社（原告）はその連帯保証人に対して、工事請負代金のうちの未払分の支払請求をし 

  たものの、相手方が連帯保証債務の履行を拒否したために、当社が提訴した事件であります。 

(ロ) 当社が納入した機械設備の欠陥により火災が発生したとして、保険金を支払った損害保険 

  会社が当社およびメーカーを被告として損害賠償金の支払請求をしている事件であります。当 

  社は、納入した機械設備に瑕疵はなく、火災発生原因は特定できないことを主張しています。 

  

いずれの事件につきましても、現在手続きが進行中であり、現時点において結果を予想することは

困難であります。 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

(ホームページアドレス http://www.narasaki.co.jp) 

平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、公告掲載方法は日本経済新聞と 

なっております。 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、5,000株券、10,000株券及び１単元未満の株式数を表示した株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 (注)

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第62期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日北海道財務局長に

提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年10月26日北海道財務局長に提出 

上記有価証券報告書の訂正報告書であります。 

(3) 半期報告書 

事業年度 第63期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月16日北海道財務局長

に提出 

(4) 臨時報告書 

平成17年11月21日北海道財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影

響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年３月23日北海道財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影

響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

ナ ラ サ キ 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナラサキ産業株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ナラサキ産業株

式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 飯 島 錠 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 梅 田 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ナ ラ サ キ 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナラサキ産業株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ナラサキ産業株

式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 梅 田 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

ナ ラ サ キ 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナラサキ産業株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ナラサキ産業株式会

社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 飯 島 錠 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 梅 田 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ナ ラ サ キ 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナラサキ産業株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失

処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ナラサキ産業株式会

社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 梅 田 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 
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